府高教　実習教員部交渉（平成27年12月14日）

賃金の基準に関する項目
　給料表の改定については、基本的に本府人事委員会の勧告を踏まえてきており、その取扱いに

ついては、国、他府県の動向や本府の財政状況等を総合的に勘案しなければならないと考えてい
る。

任用の基準に関する項目
「総括実習助手」の選考は、公正・平等に行っているところ。また、実習教員の教諭任用については、平成27年度教員採用選考テストにおいても、通算の勤務経験を考慮した選考区分を設けたところ。

任用の基準に関する項目
　総括実習助手については、実習助手の業務を総括する職と位置付け、取りまとめ等を行うこと

としているため、職の任用数に一定の制限を設けざるを得ないことから、困難です。

給与に関する項目
教育職給料表の２級は総括実習助手等の職務の級とされており、実習助手に適用することは困

難です。
長時間労働・過密労働解消に関する項目
大阪府行財政計画（案）の中で、実習教員については、国標準を上回る定数を削減することと

し定数削減を見込んだものであり、今後、退職あとを補充しないで削減していくもの。
退職あと実習教員削減代替としての非常勤職員制度の廃止に伴い、特定分野のみの業務担当に

ついては困難ですが、学校運営に支障がでないよう、一層適正な定数及び人事管理に努めてまいりたい。

長時間労働・過密労働解消に関する項目
行財政計画（案）及び財政再建プログラム（案）におきまして実習教員につきましては、国

配置基準を上回る定数を削減するとともに、府単独措置である非常勤補助員の配置を廃止したもの。
　　あわせて、実習教員による図書専任制度を見直し、学校図書館管理業務については、全教職
　員の協力のもと行うこととしたもの。
　　府教委においては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体制の
　基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイドラ
イン」を策定し、すべての府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力のもと
に、学校図書館機能の維持に努めているところ。
異動の基準に関する項目
実習教員の人事異動については、平成１４年度から、計画的な人事を導入したところであり

１４年度については、適正な定数管理を図るため、過欠員の調整に限定し実施しました。

　平成１５年度人事からは、①学校に清新の気風を醸成するとともに､教職員の経験を豊かにし、資質の向上を図る。②高等学校の特色づくり・再編整備に係る人材配置を計画的に推進する。③職員個々の要件に配慮した人事を行うため、各学校の実情を踏まえながら計画的な人事異動の導入を本格的に行った。

また、計画的な人事異動に伴う手順については、人事異動が円滑に行えるよう「異動予定者伝達」⇒「内示」⇒「人事異動」という手順で人事異動を行うこととしたところ。

　今後とも、計画的人事を進めるにあたっては、適材適所という観点から、個々人の経験等も考慮して､適切に行っていく。

評価育成システムの給与反映に関する項目
教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施している。

　評価結果の給与等への反映については、皆さま方との協議の上、平成１９年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しており、平成２４年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。

　今後とも本システムがより良い制度となるよう、充実・改善を図っていく。

職場環境の改善に関する項目
　特別教室の空調設備の設置については、教育環境の充実に資するため、全府立学校を対象に関係各課と連携を図りながら、特別教室の一部に平成23年度より５か年計画で順次整備を進めており、今年度は29校88室で設置することとしている。

　図書室の空調設備については、設置から20年以上が経過しており、その老朽化については認識
している。本府の厳しい財政状況の中、計画的な更新は困難な状況ですが、故障等問題が生じた
場合には、今後とも迅速に対応してまいりたい。

職場環境の改善に関する項目
廃液の回収については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところ。今後も
各学校の実情に即した予算配分に努めていく。

　厳しい財政状況の中で、今後とも必要な予算の確保に努めてまいりたい。

理科・家庭科の備品・消耗品の更新については、限られた予算の範囲内で各校と調整しながら
対応しているところ。本府の財政状況は極めて厳しい状況にありますが、今後とも引き続き予算の確保に努めてまいりたい。

学校で保管している不用薬品等の廃棄処理について、平成11年２月23日付け教委高第926号
により通知しており、その中で、平成11年度以降、すべての不用薬品については、各学校で執行計画を定め、学校管理費の範囲で各学校が処理業者と契約し処理することとしている。

教職員の研修に関する項目
職務専念義務は職員の基本的な義務ですが、免除される場合がある。これはあくまで職務専念義務の例外として、公務優先という基本原則に対する限定的、例外的特例として認められるものであるため、みだりに職務専念義務の例外（職務専念義務の免除）を認めることは許されません。

　職務専念義務の免除については、地方公務員法第３５条により規定され、本府においては、職務専念義務の特例を「職務に専念する義務の特例に関する条例」及び「職務に専念する義務の特例に関する規則」により定めている。

　要求について、職務専念義務免除の対象とすることは、困難。

教員は教育公務員特例法第21条の規定からも、その職責を遂行するために、勤務時間の内外を問わず絶えず、非常に幅広い研究と修養に努めなければならないことから、研修は大いに奨励されなければならないもの。
　しかし、教育公務員特例法第22条第2項に基づく勤務場所を離れて行う研修については、勤務時間中に職務に専念する義務を免除され、有給で行われるものであることから、承認研修としてふさわしい内容、意義を有することはもとより、府民から十分理解が得られるよう適切な運用がおこなわれなくてはなりません。
　そのため、平成17年9月21日付け「教育公務員特例法第22条第2項に基づく研修の制度運用について（通知）」及び平成21年3月30日付け「夜間定時制課程等における課業期間中の承認研修の取扱について（通知）」などの通知を各府立学校長に通知しているところ。
　今後とも、教員の資質向上を図るため、研修の充実や機会提供に努めて参りたい。

教職員の研修に関する項目
高等学校理科実習教員研修については、今年度６月と７月に実施しました。

　各校への受講決定を通知する必要があることから、４月中旬を締め切りとして一括募集しているところ。

また、府立学校「家庭」実習教員研修については、実施時期が８月末であるため、５月末を締め切りとして一括募集したところ。

募集の時期については、これらのことを理解いただきたい。
教職員の研修に関する項目
府教育センターにおける研修については、従来から研修の回数や日数の拡大を図ってきたところ。

　　今後とも、研修の回数や日数について検討してまいりたい。

教職員の研修に関する項目
府の厳しい財政状況の中、短・長期の研修実施は難しい状況にある。

現在実施している、「府立学校『理科』実習教員研修」や「府立学校『家庭』実習教員研修」における研修内容の更なる充実を図ってまいりたい。

教職員の研修に関する項目
　現在、府教育センターにおける研修については、人権教育研修、支援教育研修、教育相談・生徒指導研修、ICT活用研修、教育課題研修等において実習教員の方々に受講していただけるので、よろしくお願いする。
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